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文 部 科 学 省

科学技術・学術政策局

「第２期地域科学技術施策推進委員会」の設置について

１．目的

地域科学技術施策の具体的運用の方針等について検討するとともに、

個別施策の各課題についての評価等を行い、科学技術・学術政策局長

（以下「局長」という。）に助言するため、科学技術・学術政策局に「第

２期地域科学技術施策推進委員会(以下「委員会」という。)」を設置す

る。

２．検討事項

(1) 地域科学技術施策の推進方策、事業運営方針に関する事項

(2) 個別施策の各課題の評価に関する事項

(3) 地域科学技術施策のフォローアップに関する事項

(4) 前各号に定めるもののほか、地域科学技術施策に関する事項

３．委員会の構成

(1)委員会は局長が任命する委員、臨時委員及び専門委員（以下「委員

等」という。）により構成されるものとする。

(2)前号に定める臨時委員は、特別の事項を審議させる必要があるとき、

委員会に置くことができる。

(3)第１号に定める専門委員は、個別施策の各課題を評価させるため必

要があるとき、委員会に置くことができる。

４．委員等の任期

(1)委員の任期は、原則、委員会の存置する期間継続するものとする。

(2)臨時委員の任期は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調

査審議の終了までとする。

(3)専門委員の任期は、その者の任命に係る当該個別施策の各課題に関

する評価の終了までとする。

５．座長

(1)委員会に、座長を置き、委員の互選により選任する。

(2)座長は、会務を総理し、委員会を代表する。

(3)座長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務



を代理する。

６．委員会の開催

委員会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなけ

れば、開催することができない。

７．委員会の非公開

委員会の議事、議事資料は、原則、非公開とする。

８．委員会の設置期間

委員会は５年間存置するものとする。

９．事務局

委員会は科学技術・学術政策局科学技術・学術戦略官付（地域科学技

術担当）を事務局として運営する。

１０．雑則

この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、座

長が委員会に諮って定める。
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